
 

公募型プロポーザルに係る手続き開始の公告 

 

佐倉市人事給与健康管理システム置換事業について、公募型プロポーザルを実

施するので、次のとおり公告する。 

 

令和４年１０月１３日 

佐倉市長 西田 三十五 

 

１ 公募型プロポーザルに付する事項 

(1) 事業名称 佐倉市人事給与健康管理システム置換事業 

(2) 事業場所 佐倉市役所及び出先施設 

(3) 賃貸借期間 令和５年２月（予定）から令和１０年１２月３１日 

(4) 稼働日  令和６年１月１日 

(5) 事業の概要 佐倉市人事給与健康システムの賃貸借及び保守運用支援等 

(6) 予算限度額 総額 321,150千円（総額） 

（令和４年度から令和１０年度債務負担行為設定額。 

消費税相当額を含む） 

２ 参加資格等に関する事項 

本事業のプロポーザルに参加する提案者は、公告日現在において次の要件の全

てを満たすものする。 

(1) 佐倉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成４年５月１日制定）に基づ

く指名停止又は佐倉市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１１年１１月２５

日制定）に基づく指名除外を公告日から導入候補者決定の日までの間受けてい

ないこと。 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

(3) 次のいずれにも該当しない者であること。 

① 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を超過しない者、又は

前６か月以内に手形もしくは小切手を不渡りした者。 

② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に

基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者、又は民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判

所からの再生手続開始決定がされていない者。ただし、手続き開始の決定

後、佐倉市長が別に定める入札参加資格の再認定を受けた者を除く。 

③ 警察当局から暴力団が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ず



るものとして、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継

続している者。 

(4) 賃貸借による提案を行う者は、賃貸借契約の締結が可能であること。賃貸借に

よる契約ができない者が参加を希望する場合は、別添様式２「グループ構成表

明書」により、参加資格を満たし、かつ賃貸借による契約が可能な者を代表事

業者として連名で参加表明を行うこと。 

(5) 同一の法人、団体又は代表者が、重複して参加表明をしていないこと。 

(6) 佐倉市入札参加資格者名簿（物品）のうち、「リース」に登録されている者であ

ること。 

(7) ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）に係る認証、又は、プライ

バシーマーク使用許諾を受けていること。 

(8) 過去５年間において、地方公共団体（またこれに準ずる団体）発注の当市要求

仕様書に定める人事給与・庶務事務・人事評価システムの導入、構築、運用保

守業務の契約実績があること。 

※地方自治体の外郭団体等で、職員の任用および給与制度・休暇等の服務制度

において地方公共団体と同様の運用を実施している団体とする。 

※連名で参加する場合は、連名内で実績があればよいものとする。 

(9) 様式８「佐倉市人事給与健康管理システム置換事業 前提条件確認書」および

別添「佐倉市人事給与健康管理システム置換事業 システム基本要件定義書」

に記載されている各要件を満たしていること。 

 

３ 参加表明に関する事項 

本事業への参加希望者は、下記 (1) に掲げる書類を提出し、参加表明を行うもの

とする。 

(1) 提出書類 

① 様式１「参加表明書」 

② 様式４「秘密保持誓約書」 

※ 連名の場合は、様式２「グループ構成表明書」を併せて提出し、グループ

を構成する全事業者分を提出すること。 

③ 様式６「使用印鑑届兼委任状」 

※ 届け出る印鑑は、入札名簿登録の際に届け出た印と同じものが必要。 

※ 代理人が提出する場合又は代表者以外の印を使用する場合のみ提出が必

要。 

④ 様式７「人事給与・庶務事務・人事評価システム導入自治体一覧表」およ

び導入実績が証明できるもの（契約書の写し等） 

※導入実績の証明として契約書の写しを提出する場合は契約書の表面（契



約者が証明できる部分）のみとし、約款等が記載されている部分の提出は

不要とする。 

※ 導入実績の証明が参加表明時までに提出ができない場合は、参加表明時は

「様式７」のみを提出することとし、導入実績の証明は、令和４年１１月

２１日（月）午後５時１５分までに事務局へ直接持参するか、又は郵送に

より提出すること。なお、郵送の場合は必ず書留郵便とし、封筒表に「参

加表明関係書類在中」と朱書きすること。 

※ 詳細は本要領「８ 人事給与・庶務事務・人事評価システム導入自治体一覧

表の記載方法」を参照すること。 

⑤ 様式８「佐倉市人事給与健康管理システム置換事業前提条件確認書」 

⑥ ISMS（情報セキュリティマネジメントシステム）に係る認証、又は、プラ

イバシーマーク使用許諾を証明するもの（ISMSとプライバシーマークの

両者ともに認定が証明できる場合は両方を提出すること） 

(2) 提出期限 

令和４年１１月２日（水） 午後５時１５分まで（必着） 

(3) 提出方法 

事前に電話確認の上、事務局に持参するか、郵送により提出すること。 

※ 提出可能時間は、開庁日の午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

４ 資料の提供 

本事業への参加表明を行った者は、書類提出時において、提案書作成のための以

下の資料を当市から提供する。 

(1) 提供資料 

① 佐倉市人事給与健康管理システム置換事業提案資料等作成要領 

② 佐倉市人事給与健康管理システム置換事業に係る提案評価基準設定書 

③ 佐倉市人事給与健康管理システム置換事業要求仕様書 

(2) 提供資料の管理 

当市から提供した資料は、本事業の企画提案書作成のために使用する場合に

限り複製を認める。なお、提供資料は複製したものも含めて秘密資料として厳

重に管理してください。 

(3) 提供資料の廃棄 

提供した資料は、必要がなくなった際に速やかに廃棄してください。なお、

廃棄は完全に復元できない状態にした上で廃棄してください。 

 

 

  



５ 提案資料の提出 

(1) 提出書類 

参加表明を行った事業者に提供する「人事給与健康管理システム置換事業提案資

料等作成要領」に定める「提出書類一覧」のとおり。 

(2) 提出期限 

令和４年１１月２１日（月） 午後５時１５分まで（必着） 

(3) 提出方法 

提出する提案は１案とし、事前に事務局に電話連絡の上、事務局まで持参するこ

と。都合により持参が不可能な場合は郵送での提出を可とする（提出期限までの必

着）。 

なお、直接持参する場合は、土日祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分

までとする。 

(4) 提案のための費用負担 

本事業企画提案に要する費用は、全て提案者の負担とする。 

(5) 提案資料の提出辞退 

提案資料の提出を辞退する場合は、様式３「参加辞退届」を提出すること。 

なお、辞退により今後の当市の事業において不利益な扱いを受けることはない。 

辞退する場合は本事業で当市から提供した資料は複製分も含めて廃棄して復元で

きない状態にすること。 

(6) 当市からの疑義照会 

提出のあった提案資料等の内容について、審査の過程で疑義が生じた場合は、後

日、必要に応じて当市から疑義事項の照会を行うことがあることを承諾すること。 

(7) 提案資料の取扱 

提案資料等、すべての提出書類について、提出後の内容変更は認めない。また、

提出された提案資料等、すべての書類は返却しない。提出された書類に対し、佐倉

市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、同条例に基づき原則として開示

する。 

 

６ 審査方法 

(1) 書類審査 

① 審査方法 

市長が庁内に設置する選定委員会において、「佐倉市人事給与健康管理シ

ステム置換事業に係る提案評価基準」に基づき、機能、価格、運用サポート

等の提案内容の全てについて総合的に審査を行う。 

審査に際し、提案内容が提出資料のみでは不十分と判断した場合は、令和

４年１２月５日から令和４年１２月１６日までの期間にて別途資料提示、ヒ



アリング、実機による操作説明等を参加事業者に求めることとする。また、

詳細な日時は事務局から参加事業者へ連絡します。 

なお、審査は提出資料及びヒアリング、操作説明等の補足内容で評価を行

うため、プレゼンテーションは実施しないことに留意すること。 

② 結果通知 

審査結果については、令和４年１２月下旬に結果の如何にかかわらず書面

にて通知する。 

③ その他 

審査の経緯および審査内容に関しての問い合わせには応じない。また、審

査結果に対する異議申し立ては受け付けないこととする。 

なお、選定されなかった者については、選定されなかった理由の説明を求

めることができる。説明を求めるときは、通知を受けた日の翌日から起算し

て７日以内に書面（様式自由）により請求すること。 

※ 参加事業者が少ない場合は、結果通知の日程が早まる可能性があるのでご

留意すること。 

 

７ 審査選定後における辞退 

審査において導入候補者に選定された者が正当な理由なく協議または契約を

辞退する場合は、佐倉市建設工事請負業者等指名停止措置要領に基づく指名停止

等の処分を行う場合がある。 

 

８ 契約方法 

提出された提出資料の内容に基づき、当市と導入候補者にて詳細設計及び契約

内容の協議を経て、随意契約により契約（賃貸借またはシステム利用契約）を締

結する。契約書については、別途添付する契約書（案）を使用することとする（ハ

ードウェアの調達有無により契約書の内容を若干変更する可能性がある。また、

ASPおよび SaaS等によるシステム利用契約の場合は、総務省が定めるガイドラ

インに基づき佐倉市で契約書を作成することとする）。選定後に導入候補者から

覚書等の約定を追加することは不可とする。なお、導入候補者との協議において

双方が合意に至らなかった場合には、導入次点候補者との協議を行うものとする。 

契約手続は、佐倉市財務会計規則に定めるところにより行う。なお、契約締結

後において受注者に本提案における失格事由、不正または虚偽記載と認められる

行為が判明した場合は、当市は契約を解除できるものとする。 

 

  



９ 企画提案書等における言語、通貨及び単位 

(1) 言語 日本語 

(2) 通貨 日本国通貨 

(3) 単位 計量法（平成４年法律第５１号）に基づく単位 

 

１０ その他 

プロポーザル手続きの詳細は、「佐倉市人事給与健康管理システム置換事業公募

型プロポーザル実施要領」による。 

 

１１ 担当部署 

(1) 担当部署 佐倉市総務部人事課 

(2) 担当者  岡田・栗澤 

(3) 所在地  〒285-8501 千葉県佐倉市海隣寺町９７番地 

(4) 連絡先  （電話）043-484-6210 （FAX）043-486-2500 

(5) 電子メール jinji@city.sakura.lg.jp 


